
（急速充電設備） 

第 11条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車等（電気を動力源とする自動車、

原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものをいう。以下同じ。）にコネクター（充電ケー

ブルを電気自動車に接続するためのものをいう。以下同じ。）を用いて充電する設備（全出力 20キロ

ワット以下のものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する設備本体及び充電ポスト（コ

ネクター及び充電ケーブルを収納する設備で、変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により

構成されるものをいう。以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同じ。）の位置、構造及び管理

は、次に掲げる基準によらなければならない。 

(１) 急速充電設備（全出力 50キロワット以下のもの及び消防長が認める延焼を防止するための措置が

講じられているものを除く。）を屋外に設ける場合にあっては、建築物から３メートル以上の距離を保

つこと。ただし、次に掲げるものにあっては、この限りでない。 

イ 不燃材で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

ロ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

(２) その 筐
きょう

体は不燃性の金属材料で造ること。ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この

限りでない。 

(３) 堅固に床、壁、支柱等に固定すること。 

(４) 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

(５) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車等との間で自動的に絶縁状況の確認を行い、絶

縁されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずること。 

(６) コネクターと電気自動車等が確実に接続されていない場合には、充電を開始しない措置を講ずるこ

と。 

(７) コネクターが電気自動車等に接続され、電圧が印加されている場合には、当該コネクターが電気自

動車等から外れないようにする措置を講ずること。 

(８) 漏電、地絡及び制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、漏電、地絡又は制御機能の異常を

検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(９) 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した場合には、急速充電

設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(10) 異常な高温とならないこと。ただし、異常な高温となった場合には、急速充電設備を自動的に停止さ

せる措置を講ずること。 

(11) 急速充電設備を手動で緊急停止させることができる措置を、当該急速充電設備の利用者が異常を

認めたときに、速やかに操作することができる箇所に設けること。 



(12) 急速充電設備と電気自動車等の衝突を防止する措置を講ずること。 

(13) コネクターについて、操作に伴う不時の落下を防止する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分

な強度を有するものにあっては、この限りでない。 

(14) 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該液体が漏れた場合にその液体

が内部基板等の機器に影響を与えない構造とし、及び充電用ケーブルを冷却するために用いる液体

の流量及び温度の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(15) 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電する機能を有するものにあって

は、出力の切替えに係る開閉器の異常を自動的に検知する構造とし、当該開閉器の異常を検知した

場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、当該蓄電池（主として保安のために設

けるものを除く。）について次に掲げる措置を講ずること。 

ア 電圧及び電流を自動的に監視する構造とし、電圧又は電流の異常を検知した場合には、急速充電設

備を自動的に停止させること。 

イ 異常な高温とならないこと。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検知した場合には、急速充電設備

を自動的に停止させること。 

エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検知した場合には、急速充電設備

を自動的に停止させること。 

(17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主として保安のために設ける

ものを除く。）を内蔵しないこと。 

(18) 急速充電設備の周囲は、換気、点検及び整備に支障のないようにすること。 

(19) 急速充電設備の周囲は、常に、整理及び清掃に努めるとともに、油ぼろその他の可燃物をみだりに

放置しないこと。 

２ 前項に規定するもののほか、急速充電設備の位置、構造及び管理の基準については、前条第１項第

２号、第５号、第８号及び第９号の規定を準用する。 

 


